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大学出版会，2015年）
　　　『新しい政治主体像を求めて─市民社会・ナショナリズム・グローバリズム』（編著，

法政大学出版局，2014年）
　　　「チャリティの政治活動の規制」（『英国のチャリティ─その変容と日本への示唆』

弘文堂，2015年所収）

　森　　裕亮（もり　ひろあき） 第13章

　 ① 北九州市立大学法学部准教授，博士（政策科学），行政学／地方自治論
　 ②『地方政府と自治会間のパートナーシップ形成における課題─「行政委嘱員制度」

がもたらす影響』（渓水社，2014年）

　足立　研幾（あだち　けんき） 第14章

　 ① 立命館大学国際関係学部教授，博士（国際政治経済学），国際政治学
　 ② Norm Antipreneurs：The Politics of  Resistance to Global Normative Change（Co-authored, Routledge, 

2016）
　　　『国際政治と規範─国際社会の発展と兵器使用をめぐる規範の変容』（有信堂高文

社，2015年）
　　　『オタワプロセス─対人地雷禁止レジームの形成』（有信堂高文社，2004年）

　後　　房雄（うしろ　ふさお） 第15章

　 ① 名古屋大学大学院法学研究科教授，行政学／サードセクター論
　 ②『稼ぐNPO─利益をあげて社会的使命へ突き進む』（共著，カナリアコミュニケー

ションズ，2016年）



338

　　　『NPOは公共サービスを担えるか─次の10年への課題と戦略』（法律文化社，2009
年）

　　　『政権交代への軌跡─小選挙区制型民主主義と政党戦略』（花伝社，2009年）

　樋口　直人（ひぐち　なおと） 第16章

　 ① 徳島大学大学院総合科学研究部准教授，博士（社会学），社会学
　 ②『日本型排外主義─在特会・外国人参政権・東アジア地政学』（名古屋大学出版会，

2014年）
　　　『再帰的近代の政治社会学─吉野川可動堰問題と民主主義の実験』（共編著，ミネル

ヴァ書房，2008年）
　　　『社会運動の社会学』（共編著，有斐閣，2004年）




